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まえがき

本報告書は、財団法人海外農業開発コンサルタンツ協会（ADCA）から派遣さ

れた太陽コンサルタンツ株式会社、岩本彰、十津川淳、および国際航業株式会

社、バレリオ・グティエレスの3名によって、2002年3月に実施した「ホンジュ

ラス国オランチョ県カタカマス盆地潅漑農業開発計画」に係る調査結果を取り

まとめたものである。

ホンジュラスは中南米諸国の中ではハイティ、ニカラグア等と並んで最も経

済開発の遅れた国のひとつとされている。80年代前半には軍事政権から民政へ

と移行し、国内政治は近年安定しているが、経済面では依然として農林業を中

心としたモノカルチャー経済であり、低迷を続けている。

本計画の対象地であるオランチョ県カタカマス地区は国内有数の穀物生産地

であるにもかかわらず、潅漑施設の未整備等により未だに低い農業生産性にお

かれている地域である。しかしながら、対象地区は首都テグシガルパに近く、

なおかつ国道、主要幹線道路等も整備されていることから、農業生産の一大拠

点となることが期待される地域である。そのため、ホンジュラス国農牧省をは

じめ、オランチョ県政府も本計画に深い関心を抱いており、将来本事業が遂行

されることが期待されている。

本調査の実施にあたり、ホンジュラス国日本大使館、山内書記官、JICAホン

ジュラス事務所西村所員をはじめ、多くの方々からご協力をいただいた。ここ

に、記して深く謝意を表するとともに、本件計画が早期に実現されることを期

待する。

平成14年3月

調査団　団長　岩本　彰
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Ⅰ．背景

1．社会経済状況

1．1　自然条件

1．1．1国土

ホンジュラス国は北緯12度～16度、東経83度～89度に位置しており、北部はグアテマ

ラ、南部にニカラグア、南西部をエルサルバドルと国境を接している。また海外線は北部

で長く全長600キロにわたってカリブ海に面する一方、南部はエルサルバドル、ニカラグ

アとの間にフォンセカ湾が存在する。国土面積は112、492Km2であり、日本の本州のほぼ半

分に相当する。

ホンジュラスの国土は山岳地や丘陵地が大半を占めており、海抜1，000m以上の高地が国

土の7割近くに達している。そのため平坦地はカリブ海およびフォンセカ湾に面した狭い

平野と内陸部の盆地に限定されている。

1．1．2　気候

ホンジュラスは熱帯に属しており、5つの気候：熱帯雨林気候、熱帯林気候、サバンナ気

候、温帯湿潤機構、亜熱帯気候に区分される。雨期と乾期の別は太平洋海岸部と北部カリ

ブ海沿岸部とで異なっており、太平洋海岸部の雨期が5月から10月であるのに対し、北部

カリブ海沿岸部では一年を通じてまとまった降雨があり、年間降雨量が3，000mmを超える

地域もある。また内陸部では5月から9月に降雨があるものの、雨量は少なく1，000mm程

度となっている。

また特にカリブ海沿岸部はハリケーン被害を受けることが多く、甚大な被害を与えたハ

リケーンとして1974年のフイフィ、93年のゲート、98年のミツチーが近年記憶されてい

る。特に98年のハリケーン・ミツチーはカリブ海沿岸のみならず、首都のテグシガルパを

はじめとした全土を直撃したため、人的・物的損害は甚大であり、死者6，糾8人、負傷者11，998

人、行方不明者8，873人、被災者総数350万人、経済的損失も35億ドルに達したと試算さ

れている。



1．2　社会条件

ホンジュラスの人口は2001年の推定値によると約糾0万人であり、同様に人口増加率は

年2．43％と試算されている。人口規模が最も大きい地域は首都テグシガルパ、北部の経済都

市サン・ぺドロ・スーラであり、政治経済の中心はこの二都市に集約されている。

平均余命は男性67歳、女性71歳、平均69歳となっている。また国内の民族構成として

はアメリンデイアンと呼ばれる、いわゆるインディオとヨーロッパ系住民の混血であるメ

ステイソが全人口の約90％を占めている。またその他の民族としてインディオが7％、アフ

リカ系黒人が2％、白人が1％となっている。

さらに宗教については、ローマンカトリックが広く信仰されており、人口の大半、約卯％

を占めている。プロテスタントの存在は非常に少数である。

1．3　経済条件

1．3．1経済概況

ホンジュラスはいわゆる低所得国に分類されており、一人あたりGDPは670ドルと中南

米諸国のなかでは最低水準となっている。また前述の1998年のハリケーン・ミツチ一によ

る被害が甚大であったことから1999年には前年比6％以上のマイナス成長となったが、2000

年にはプラス成長に転化した。

ホンジュラス経済の構造的特徴はアメリカ資本に拠るバナナ栽培と70年代から盛んにな

ったコーヒー栽培を中心とした、いわゆるモノカルチャー輸出経済と定義することができ

る。これまで牛肉、綿花、砂糖をはじめとして輸出品目の多様化には努めてきたものの、

実際にはバナナ、コーヒー等の一部品目に限定された輸出構造となっており、世界的なマ

ーケットの中で安定性を確保できない状態が続いてきた。そのため現在政府はカリブ地域

イニシアチブが促進する輸出促進制度を利用して、エビ、メロン、パイナップル、花、柑

橘類等の非伝統産品の輸出促進を図るとともに、輸出先市場としてアメリカ以外のマーケ

ット開拓を掲げている。

このように国家経済の主要産業は農業部門であり、96年ではGDPの27．4％を占めている。

また労働人口比率では関連部門を算入すると50％以上を占めており、依然として国家の最

重要産業となっている。一方、製造業分野はGDPの15％を占めており、GDPに占めるシェ

アに大きな変化は無い状態が続いている。
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表1．1GDP部門別構成比率（％）
＝：：芸服 嘉 ．：．リ．、・．・．こ．古、、，．．附：ここ：＝メ＝：二：：：＝ここ：ギ二年等粟　 昔 ：．：．

＼
農 業 2 6 ．9 2 7 ．2 2 7 ．5 2 7 ．4

製 造 業 1 4 ．5 1 4 ．7 1 5 ．2 1 5 ．3

商 業 1 5 ．3 1 1 ．7 1 0 ．8 1 0 ．8

そ の 他 4 3 ．3 4 6 ．5 4 6 ．5 4 6 ．5

出典：ホンジュラスの農林業（社）国際農林業協力協会，1999年

表1．2　実質GDII成長率
益

実 質 G D P 成 長 率

（％ ）

4 ．3 3 ．7 4 ．5 3 ．7 ▲ 6 ．0 2 ．5

一 人 あ た り G D P

（U S ＄）

6 5 2 6 5 7 6 7 0 n ．a n ．a n ．a

出典：ホンジュラスの農林業（社）国際農林業協力協会，1999年

表1・3　主要輸出品目（百万ドル）

出典：ホンジュラスの農林業（社）国際農林業協力協会，1999年

1．3．2　農業

ホンジュラスの農業は労働人口の約36％、農業関連部門を含めると50％以上を占めてい

る。また同様に国家GDPの約27％、関連部門を含めた割合は50％以上である。

このように農業はホンジュラスの基幹産業として現在もなお国家経済の中心となってい

るにもかかわらず、同国は主要穀物の食糧自給を未だに達成できない状態となっている。

これはバナナ、サトウキビ、アブラヤシといっ‘た輸出用換金作物の生産が同国農業の大半

をアメリカ資本との関係の中で営々と継続されてきたことが要因と考えられる。また道路

や通信などの農業生産を支援するインフラが輸出用作物を基本的な受益対象と置いていた

ために、国内の食糧流通の促進に対して殆ど機能していないこともその原因と考えられる。

また農業にかかる問題点としては、土地所有の問題が挙げられる。農地改革は実施され

たものの、現在でもごく一部の大土地所有者と土地なし農民が並存する土地所有形態に留

まっている。
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表1．4　農家と土地所有状況

人 数 ％ 人 数 ％

バ ナ ナ 農 園 労 働者 1 8，0 0 0 6 2 2，0 0 0 5

土 地 な し農 民 8 9，95 5 3 0 1 2 6，3 8 3 2 7

l b a 未 満 3 3，7 7 1 1 1 8 0，0 88 17

1－5 b a 9 1，0 10 3 0 1 4 7，5 7 3 3 2

5－5 0 b a 6 2，65 4 2 1 7 7，7 0 1 17

50 b a 以 上 7，9 0 1 3 11，83 7 2

合 計 3 0 3 ，2 9 1 10 0 4 6 5，5 8 2 10 0

出典‥ホンジュラスの農林業（社）国際農林業協力協会，1999年

農業部門の内訳からは国家の全輸出額の鮒％以上を農業部門が占めていることと同時に

依然としてコーヒー、バナナの割合が大きいことを見てとることができる。

表1．5　農業部門主要指標
農 林 部 門 1 9 8 0 1 9 90 1 9 9 5 1 9 9 6

G D P 内 訳

コ ー ヒ ー 3 8 ．5 10 ．5 3 0 ．4 2 8 ．0

バ ナ ナ 2 4 ．6 1 9 ．8 9 ．0 1 0 ．6

トウモロコシ 9 ．3 9 ．5 9 ．5 1 0 ．9

そ の 他 6 ．7 6 ．6 2 ．3 3 ．5

農 業 小 計 6 6 ．4 5 9 ．6 6 6 ．2 6 7 ．4

林 業 1 1 ．6 8 ．2 6 ．5 6 ．1

牧 畜 1 3 ．3 2 2 ．6 19 ．0 1 8 ．9

そ の 他 9 ．2 9 ．7 8 ．3 8 ．5

合 計 1 00 ．0 1 00 ．0 1 0 0 ．0 10 0 ．0

輸 出 額 に 占 め る

農 産 物 比 率

皿．a 8 0 6 7 6 3

労 働 人 口 に 占 め

る 比 率

6 2 皿．a 3 6 3 6

出典：ホンジュラスの農林業（社）国際農林業協力協会，1999年

農産物としてはホンジュラスの主要作物はバナナ、トウモロコシ、フリホール豆、ソル

ガムであり、近年では米の生産も増加している。また最近では特に輸出用、加工用として

メロン、スイカ、トマト、パイナップル、オレンジ、アブラヤシの生産が伸びていること

が特徴である。
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表1．6　主要作物の栽培面積比率

＝こ：ナ：：ここ：＝　　　　　　　 て：二＝：≠＝：＝：＝
主 要 穀 物 トウ モ ロ コ シ 65

フ リホ ー ル 1 5 ．5

米 3 ．7

ソ ル ガ ム 1 0 ．3

大 豆 0 ．2

そ の 他 5 ．3

永 年 作 物 バ ナ ナ （生 食 ） 9 ．4

バ ナ ナ （調 理 用 ） 3 ．2

コ ー ヒ ー 6 1．0

サ ト ウ キ ビ 1 3 ．3

ア プ ラ ヤ シ 8 ．3

オ レ ン ジ 3 ．3

パ イ ナ ッ プ ル 1 ．1

マ ン ゴ ー 0 ．4

出典：ホンジュラスの農林業（社）国際農林業協力協会，1999年

1．3．3　林業

森林資源に恵まれたホンジュラスは、国土全体の53％が森林地帯に区分されている。現

存するホンジュラスの森林は1，100万ヘクタール以上と推定されているが、近年の森林減少

は著しく、過去25年間で約140万ヘクタールの森林が消滅したとされている。ホンジュラ

ス国の森林管理は森林開発公社が管轄しており、地方に12の営林局が置かれている。

林業生産自体は1973年の総伐採量約150万m3をピークとして、以降減少を続けており

（93年から若干の増加傾向は見られるものの）、ピーク時の約半分の生産量となっている。

製材所は全国に121箇所あり、オランチョ、フランシスコ・モラサン、ヨロの3県に約8割

が集中している。

1．4　　　農業開発計画

ホンジュラスは1998年5月に「農業新アジェンダ1998－2002」を策定した。アジェンダ

ではホンジュラス経済の発展のためには農業が生産、輸出、雇用の分野で重要であり、特

に貧困が問題とされている地方部においてその重要性は更に大きいとされている。

・総目標

グローバル経済のもとでホンジュラス農業部門の競争力を改善し、公正かつ持続可

能な農業開発の枠内で食糧安全保障と国民の厚生を向上させる。

・　戦略
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①　農業技術調査移転システム、農業科学技術局、農牧衛生サービスを通した中小生産

者に向けた技術支援の改善

②　民間銀行を主体に農業開発銀行と生産・住居基金を補完的に利用し、農村貯蓄金庫

と農村小規模融資の促進を通した融資機会の拡大

③　農村の土地台帳整備と地権授与プログラムの促進、ならびに農地紛争の解決迅速化

を通した土地所有権の確立

④　農産物と投入剤の国内外市場における自由な流通の保証と市場情報制度の改善

⑤　部門別政策の調和を目的に公的部門と民間生産者と交流・理解の強化

分野別政策

上記の戦略に対して以下の分野に分類して個別の政策を掲げている。

①　マクロ経済

②　土地所有

③　農業融資

④　農産物流通

⑤　農牧技術の移転

⑥　動植物衛生

⑦　濯漑・排水

⑧　総合的農業開発

⑨　アグロインダストリーと輸出

⑬　国際協力

国際協力の現状

日本はホンジュラスに対して海外青年協力隊の派遣（中南米諸国で最大の派遣数）を含

め、多岐にわたる援助を展開しており、近年では二国間援助としては最大の援助供与国と

なっている。

無償資金協力は75年に食糧援助を実施して以来、農業、保健・医療、橋梁の分野で援助

を実施している。また同様に技術協力では農業、通信・放送の分野を中心に行なっている0

有償資金協力は電力、道路、通信の各分野で実施しているが、この点に関しては現在債

務繰り延べの問題が表面化している。
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表2．1日本の対ホンジュラス国ODA実績（単位：100万ドル）
こ：、．‡丁≡二きて＝：宙：；：：：＝： 二＝二：喜：：：：こ　　　 こ＝＝：ゴヾ：▼ン：：：メ：：：：： ：・・、・．・：・：＝二・枚：・：r・二：：：：：ミニ：＝：＝：三七二＝ミ：； 　　　　　　【

19 9 4 1 6 ．5 1 1 8 ．6 2 3 5 ．1 3 1 0 ．4 8 1 0 ．4 8 4 5 ．6 1

1 9 9 5 3 9 ．8 9 2 0 ．0 5 5 9 ．9 5 1 4 ．8 4 1 4 ．8 4 7 4 ．7 8

1 9 9 6 4 2 ．6 3 2 1 ．1 2 6 3 ．7 5
－ －

6 3 ．7 5

1 9 9 7 2 1．0 4 1 8 ．2 4 3 9 ．2 8 2 ．7 5 2 ．7 5 4 2 ．0 3

1 9 9 8 1 5 ．7 0 1 1 ．3 1 2 7 ．0 1 2 7 ．0 1

累 計 2 9 0 ．3 5 1 9 3 ．2 8 4 8 3 ．6 4 2 2 2 ．1 5 2 1 2 ．0 5 6 9 5 ．6 7

出典：我が国の政府開発援助1999

表2．2　DAC諸国のODA実績（支出純額、単位：100万ドル）
　　　　　　　【 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【

苗
1 9 95 日 本　　 74 ．8 米 国　　　 4 6 ．0 ス ペ イ ン　 2 2 ．9 イ タ リア　 2 2 ．3 2 3 2 ．9

1 99 6 日 本　　 63 ．8 米 国　　　 2 7 ．0 ス ペ イ ン　 1 7 ．5 ドイ ツ　　 1 5 ．5 15 5 ．2

1 9 97 日 本　　 42 ．0 米 国　　　 2 8 ．0 ス ペ イ ン　 2 6 ．7 ドイ ツ　　 1 4 ．3 15 5 ．0

出典：我が国の政府開発援助1999
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ⅠⅠ．オランチョ県カタカマス盆地潅漑農業開発計画

1．開発計画地域概要

1．1　　社会経済概況

オランチョ県の県庁所在地はフテイカルパ市（Juticalpa）であり、対象地のカタカマスは

県内第二の都市である。オランチョ県は23の市から構成されている。県の面積は24，350平

方キロメートル、県内人口は434，568人となっている。

1．2　　　農業概況

・　土地利用

オランチョ県の農業土地利用は下表のようになっている。特にオランチョ県は全国平均

と比較して牧草地としての土地利用が多いことが特徴として挙げられる。

表3．1オランチョ県の農業用土地利用

耕地　　　　　　　　牧草地　　　　　　　　その他

面積匝a）　　％　　面積笹a）　　％　　面積匹a）　　％
オランチヨ県　　　93，120　　17．1　　273，720　　　50．3　　177，700　　　32．6　　　544，540

全国　　　　801，136　　　24．0　　1，532，957　　45．9　　1，002，986　　30．1　　3，337，080

ホンジュラスの農業地域は土壌、降雨等の自然条件から以下の6つの地域に区分するこ

とが可能である。

①　南部地域　乾季が長く、水資源も限定されている。熱帯乾燥気候に適する作物栽培

と粗放的牧畜が多く見られる。サトウキビ、大豆、ソルガム、エビ、メ

ロンが主要農産物として挙げられる。

（地域）チョルテカ、バジェ、フランシスコ・モラサン

②　中西部地域　林業、牧畜業、コーヒー栽培および高原作物が多く見られる。平坦部で

は野菜栽培。

（地域）コマヤグア、ラパス、インテイブカ

③　北部地域　　海岸平原部であり、バナナ、サトウキビ、カカオ、ソルガム、メイズ、

牧畜、漁業等。

（地域）コルテス、ヨロ西部
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④　北東部地域　国内でも最も肥沃な農地が広がる。バナナ、柑橘類、アプラヤシ、牧畜、

漁業が展開されている。

（地域）オランチョ北部、コロン、グラシアス・ア・デイオス、アトラン

ティダ東部、ヨロ東部

⑤　中東部地域　土地が肥沃であり、水資源も比較的十分にある地域である。トウモロコ

シ、豆、米、畜産物、タバコ、コーヒーが主要農産物である。

（地域）オランチョ南西部、フランシスコ■モラサン北部、エル・パライ

ソ

⑥　西部地域　国内最貧の地域と区分されている。コーヒー、果樹、（自給用）穀物、牧畜、

タバコが主要農産物として挙げられる。

（地域）コパン、オコテへケ、レンビラ

全国の農業区分からはオランチョ県は上記の④、⑤の区分に該当している。総じて言えば、

オランチョ県はトウモロコシや豆等の穀物栽培、牧畜、林業の分野が地域の農業分野の特

徴として挙げられる。

表3．2　主要穀物栽培面積と生産量（1993）
ト ウ モ ロ コ シ プ リホ ー ル 豆 米 ソ ル ガ ム 大 豆

生 産 高

（ton ）

％ 生 産 高

（ton ）

％ 生 産 高

（to n）

％ 生 産 高

（to n ）

％ 生 産 高

（ton ）

％

わ ンチョ県 85 ，30 2 1 7 ．0 8，10 8 1 8．3 6，3 0 1 1 3 ．0 10 ，56 3 1 1 ．5 1，6 67 7 8 ．9

全 国 500，364 4 3 ，2 7 6 4 8 ，43 8 9 1，5 66 2 ，1 13

2．計画概要

プロジェクトタイトル

オランチョ県カタカマス盆地潅漑農業開発計画

調香対象地域

本調査ではオランチョ県カタカマス盆地地区約10万haを調査対象地域とする。
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農牧省

2．1 開発構想

計画地域内の農業生産基盤、農村生活基盤を総合的に整備改善し、農業生産の増大と地

域住民の生活水準の向上を図り、農村活性化のモデルとする。また、カタカマス盆地はホ

ンジュラス国内の食糧基地としての役割が期待されていることを念頭に、牧畜業、林業等

との調和を図りながら、地域の農村総合整備計画を策定することが肝要である。

2．2

2．3

プロジェクトの目的

一般的目的

・　　潅漑／排水施設の改修・整備をとおした農業生産量の増大

・　　農業発展・地域発展の礎となる住民組織の構築／整備

・　　森林保護計画の促進

最終目的

本プロジェクトの最終目的は、持続的かつ環境保護・生態系保全との調和した農

業開発によって、農民の収入増加とそれにともなう厚生面を含めた一般的生活水

準の向上を本プロジェクトの最終目的とする。

開発計画の内容

前述の開発目的を達成するために以下に示す二期に亘る開発調査を実施する。特に以下

のファクターに重点を置いた開発計画を策定する。

1）道路

地区内支線道路の開発・整備

2）潅漑排水施設

生産性の向上を図るため既存施設のリハビリ及び乾期作の対応が可能な施設の整備

3）深井戸

年間を通して衛生的な生活用水の確保

4）林業
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国家計画にのっとった林業の振興および地域環境保全の観点からの植林

5）農業用施設

農産物の生産・加工・貯蔵・集出荷施設の整備

6）組織／制度

農民組織・農民金融の実施

7）普及

農業の多様化、施設の維持管理をねらいとする普及、訓練施設の設立

8）社会／教育施設

保健所、学校、集会施設等の改善・整備、および地区の環境に適応した地域住民のための

レクリエーション場の整備

2．4　　　活動内容

1）フェーズⅠ調査（マスタープラン調査）

マスタープラン調査は開発基本構想と事業計画のガイドラインを策定するものであり、

農牧省等の関係機関の協力を得て次の調査を行なう。

・資料・データの収集

気象・水文、地質・地形・土壌

社会経済

産業構造、雇用状況、経済インフラ状況、教育、保健衛生

土地利用、作物、潅漑排水施設、農業生産、農業技術、農産物流通、農業施設、

農民組織、農民金融、

2）フェーズⅡ調査

マスタープラン調査で選出された開発優先地区について、事業実施のためのフィージビ

リティ・スタディを実施する。
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2．5

事業計画の策定

農村総合整備開発計画に関し、技術的、経済的側面からの調査を行ない、比較検

討を行なう。そのうえで最適事業規模の決定を行なうものとする。

施設計画

施設の設計、積算、実施行程を作成し、維持管理のための組織、費用、人員等に

ついて提言を行なう。

調査実施日程

本調査は以下の専門家によって編成された調査団により、下記のスケジュールで行なわ

れる。

・＞＝州 。＝・＝・＞＝・；；≡…：ミ…童；‥≡三：：ゥン：・・＝く・＝・＝端＝・＝・：・m ・＝・．・．．・．・き．罰．・：：；；≡尋 儲膵 懐 ：’加；ウ＝’＝■　　　　　 ■・■轟 一鞘‘′・■＝■・　　 ・ニ購 ・・、榊：：≡槍か・：・・・ ‥■：・■：＝・、・・鷲＝：：；ご：き：‘；■■：ゞ：：こ≡≡：ニ：；：三：：ま：‡‡＝＝∴■■ミ；：；貪‡；字：辞◆■：さ装ミ；葦；：擢軍昔・

▲：‘：小二：：： ：：．・．Y，・．・．≦・二・・く：＞常・ノ≡・・・華X◆・・ 二■、’■■‘■■■‘さ’■■・ン・′・・ン・：＝＝：≡！毒撤 ．ン

総 括 ／ 農 村 開 発 1 0 1 0

農 村 社 会 ／ 農 民 組 織 1 0 1 0

潅 漑 排 水 1 0 1 0

営 農 ・栽 培 8 ．5 8 ．5

農 村 イ ン フ ラ 8 ．5 8 ．5

農 業 経 済 ／ マ ー ケ テ イ ン グ 7 ．5 7 ．5

施 設 設 計 ／ 積 算 6 ．5 6 ．5

環 境 5 ．0 5 ．0

事 業 評 価 4 ．5 4 ．5

測 量 5 ．0 5 ．0

3　総合所見

3．1 技術的可能性

本対象地は全国有数の穀物の生産地であり、潅漑施設をはじめとした農村インフラ整備

を実施することで、農業生産の飛躍的な増大が考えられる地域である。

また、潅漑施設の整備、復旧とならんで、道路整備等のインフラ整備ばかりでなく、安

全な水の確保、保健衛生の問題等、BHNの側面支援も非常に重要であると考えられる。

この地域においてはカナダが潅漑農業普及を目標として小規模な事業を行なってきた模
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様であるが、現時点で住民のニーズを満たせる状況とはなっていない。

施設の維持管理をはじめ、住民自身による維持管理体制の構築が本計画遂行のためにも

重要であるが、この点においては住民参加を促進してゆくことが何よりも肝要であり、現

時点で農民組織の体制の把握、および組織強化を図るうえでの問題点を明らかにしたうえ

で計画遂行の道程を考えることが重要である。

3．2　　　社会経済的可能性

本地区は国道15号線が近くを通過していること、および首都テグシガルパの大消費地ま

で2時間から3時間の地に位置していることから、経済発展のポテンシャルを十分に有し

た地域である。

さらに、現在国道以外の地方道も米州開発銀行の支援を得て、整備される構想が浮上し

ており、このことからも本対象地の発展・活性化は十分に考えられるものである。
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キューバ国

東部地域環境保全型農業開発計画



まえがき

本報告書は、財団法人海外農業開発コンサルタンツ協会（ADCA）から派遣さ

れた太陽コンサルタンツ株式会社、岩本彰、十津川淳の2名によって、2002年

3月に実施した「キューバ国東部地域環境保全型農業開発計画」に係る調査結果

を取りまとめたものである。

キューバは依然としてカストロ首相を指導者とした共産党政権を堅持してい

るものの、外貨所得の解禁や観光資源の解放等々、僅かづつではあるものの、

市場経済移行への萌芽が見られるとされている。冷戦下での旧ソ連、東欧社会

主義圏との関係が崩壊した現在、キューバは新たな外交関係の構築が求められ

ている。

本計画の対象地とされた東部5県のうちグランマ県は国内有数の米生産地で

あるにもかかわらず、潅漑施設の未整備等の要因により農業生産性は未だに低

位に留まっている地域である。またグアンタナモ県では、厳しい自然条件と適

切な管理不足による砂漠化の進行も危惧されていることから、農業開発と同時

により徹底した流域管理の実施が求められている。キューバ国農業省は本計画

に深い関心を抱いており、将来本事業が遂行されることが期待されている。

本調査の実施にあたり、キューバ国日本大使館、宇野書記官、農業省、外国

投資・経済協力省等、多くの方々からご協力をいただいた。ここに、これらの方々

に深く謝意を表するとともに、本件計画が早期に実現されることを期待する。

平成14年3月

調査団　団長　岩本　彰
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Ⅰ．背景

1．社会経済状況

1．1　自然条件

1．1．1国土

キューバ国は北緯19度～23度、西径74度～85度に位置しており、キューバ島、青年の

島など約1，的0の島から成っている。国土面積は110，922Km2であり、日本の本州のほぼ半

分である。国土の約75％が平野部、25％が山岳地帯である。国土は東西に幅が狭くかつ山系

が走っているために河川は比較的短く急流が多い0最長の河川はカウト川鱒ioCauto）で全

長約370キロである。

1．1．2　気候

キューバは亜熱帯性の海洋性気候に属している。一般に5月から10月が雨季、11月から

4月が乾季とされている。ハバナ市では夏の平均気温が27度、冬は22度、年間降水量が

1，150mmである0全国土にわたり大きな気候条件の差は存在しないが、東部地域は年間降

水量が約900mmと西部、中部の平均値（1，200mm）と比較した場合少なくなっている。

また特に9月から11月にかけてハリケーン被害を受けることが多く、昨年（2001年）11月

のハリケーン・ミッチェルが最近では最も甚大な被害を与えたハリケーンとして記憶され

ている0　ミッチェルの被害は推定値で、国内人口の約53％、約590万人が被災している。

それら被害は社会インフラおよび農産物等多岐に亘っている。

1．2　社会条件

キューバの人口は1999年の推定値によると約1，118万人であり、人口密度は100人／平方

キロメートルである。同様に人口増加率は年0．9％と試算されている。人口規模が最も大き

い地域は首都ハバナ、南部の主要都市サンチアゴ・デ・クーバである。

全国は14県と県と同格であるハバナ市からなっている。

また国内の民族構成としてはアフリカ系黒人とヨーロッパ系住民の混血が全人口の約

50％を占めている。また白人が25％、アフリカ系黒人が25％となっており、日系人の人口

は約700人程度であると推測される。



さらに宗教については、ローマンカトリックが広く信仰されているが、革命後教会の活

動自体は縮小されている。

1．3　経済条件

1．3．1経済概況

1970年代から80年代までの間、キューバ経済はソ連との特恵貿易や補助金などの援助を

受けており、当時はキューバの全輸出額の70％を対ソ連貿易が占めるなど、完全にソ連依

存型の経済構造であった。しかしながら、80年代後半にいわゆるへルムズ・バートン法によ

るアメリカからの経済制裁が強化されたことと並行して、ソ連自体が衰退、そして崩壊し

たことによりキューバ経済は大きな影響を受けることとなった。そのため打撃を受けた経

済は1989年から93年の間にGDPが約35％下落し、かつ貿易量も75％の減少を示したこと

からも明らかである。

ただし94年以降は観光やタバコ産業の成長、外国投資（を限定された範囲ではあるもの

の）認可、貿易相手国の分散促進、産業の多角化、ドル保有の自由化等の努力によって95

年から99年の間に4％の平均成長率を示した。なお、1999年の一人当たりGDPは1，404ド

ルとなっている（89年一人当たりGDPの17％減である）。

GDPの内訳は1998年において農業を中心とする第一次産業が7％、鉱工業等の第二次産

業が37％、第三次産業のサービス産業が56％となっている。農業はサトウキビの生産が落

ち込んでいるが、製造業が伸びていることと観光が外貨収入の柱として経済に好影響を与

えていることが注目される。

表1．1GDP推移

＝‥二三七三≡；汁：＝：＝：≠＝＝＝二＝

G D P （百 万 ペ ソ ） 1 9 ，0 0 8 1 4 ，2 1 8 1 4 ，5 7 2 1 4 ，7 5 4 1 5 ，6 7 4

G D P 成 長 率 －2 ．9 7 ．8 2 ．5 1 ．2 6 ．2

一 人 当 た り

G D P （ペ ソ ）

1，7 87 1 ，2 9 0 1 ，3 1 7 1 ，3 2 7 1 ，4 0 4

出所：キューバ日本大使館

注：1ペソ＝1ドル（公式レート）；1ドル＝25ペソ（2002年3月）
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表1．2　GDP内訳
19 9 8

G DP （百 万 ペ ソ ） G D P 比 率 （％ ）

農 林 水 産 業 1，0 1 7 7 ．0

鉱 業 1 84 1 ．2

製 造 業 4 ，2 9 0 2 9 ．1

電 気 ・ガ ス ・水 道 4 2 6 3 ．0

建 設 5 8 7 3 ．9

貿 易 ・レ ス ト ラ ン ・ホ テ ル 3 ，0 8 9 2 0 ．9

輸 送 ・倉 庫 ・通 信 8 5 5 5 ．8

金 融 ・不 動 産 5 9 9 4 ．0

地 域 ・社 会 ・個 人 サ ー ビ ス 3 ，7 0 2 2 5 ．1

合 計 1 4 ，7 5 4 1 0 0 ．0

出所：EconomicReport1998，BancoCentraldeCuba

1．3．2　農業

農業全般

キューバ農業の最大の特徴は農地の約半分以上の面積を占めるサトウキビ生産である。

砂糖はスペイン植民地時代からの最大の外貨獲得資源であり、旧ソ連との間では原油と砂

糖とのバーター取引も行なわれていた。これは国際価格の3倍から4倍で砂糖を輸出する

一方で原油は優遇価格を提示される条件であり、脆弱なキューバ経済を支えるひとつの原

動力となっていた措置である。また営農形態においても、ソ連の影響を強く受けており、

大規模な営農形態、機械を利用した農業が行なわれていた。

しかしながら、ソ連崩壊に伴い、機械、資材の不足は農業分野にも大きな影響を及ぼし、

結果的に耕地面積の80％以上を占めていた国営農場は解体された。その後、UBPC（Unidades

BasicasdeProduccionCooperativa：農業協同組合）の促進を図り、97年には国営農場の比率

が80％（94年）から26％にまで低下している0

1997年の農業データに拠ると、国土面積1，109万ヘクタールのうち、農地が370万ヘク

タールである。潅漑面積は91年には約100万ヘクタールとされていたが、近年水不足によ

って濯漑面積は42万ヘクタール（2000年）にまで落ち込んでいる。

1999年のキューバにおける農牧業生産量は以下の表のとおりである。
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表1．3　農牧業生産量

食 糧

野 菜 5 1 8 ．4 6 3 1 ．7 6 0 1 ．0 8 4 6 ．5 14 4 2 ．5

米 3 9 6 ．1 5 7 2 ．9 6 1 4 ．2 4 4 1 ．6 5 6 7 ．3

ト ウ モ ロ コ シ 10 3 ．8 1 4 3 ．9 2 0 2 ．5 17 6 ．6 2 3 7 ．7

フ リ ホ ー ル 2 4 ．5 2 9 ．1 3 3 ．4 42 ．2 7 6 ．8

柑 橘 類 5 85 ．4 6 9 0 ．4 8 3 4 ．6 7 4 4 ．5 7 9 4 ．6

他 の 果 実 1 6 5 ．4 16 1 ．4 16 2 ．8 2 5 3 ．5 4 6 4 ．6

食 肉

牛 肉 13 4 ．6 1 4 3 ．8 14 1 ．1 14 8 ．1 1 5 2 ．4

鶏 肉 7 2 ．7 7 4 ．8 7 9 ．2 7 2 ．6 7 4 ．2

山 羊 ・羊 7 ．3 6 ．5 8 ．4 8 ．4 1 1 ．4

牛 乳 6 3 8 ．5 6 4 0 ．0 6 5 0 ．8 6 5 5 ．3 6 17 ．8

卵 15 4 2 ．5 14 12 ．5 1 63 1 ．6 1 4 15 ．7 17 53 ．0

出所：AnuarioEstadisticodeCuba1999

またキューバ農業を考えるうえで重要な点は、1500年代のスペイン統治時代からドミニ

カを経由して始められていたといわれる長い歴史を持った稲作である。

近年のキューバにおける稲作は90年まで旧ソ連の多大な支援を受けて、水路、潅漑排水

システム、道路、航空機（農業用）、稲作試験場、農業機械、穀物加工施設等に多くの投資

を行ない、大規模な稲作を展開してきた。結果として、84年には単収3．7トン／ヘクタール

のを挙げるレベルにまで達し、86年には自給率55％を達成した。しかしながら、その後の

ソ連からの支援の衰退、およびアメリカの経済制裁によって農業資機材の調達に困難が生

じ、生産量は大きな影響を受けた。そのため近年では外貨不足の現状があるにもかかわら

ず、主食である米が輸入に頼らざるを得ない状況が続いている。

表1．4　米の消費量・生産量・輸入量（万トン・精米量）

消 費 量 5 6 ．7 1 6 3 ．1 5 6 1 ．9 9 6 0 ．0 3

輸 入 量 2 9 ．6 1 3 9 ．5 8 4 3 ．3 2 4 0 ．5 0

生 産 量 2 8 ．1 0 2 2 ．0 4 2 7 ．7 4 2 5 ．4 9

次 年 度 繰 越 量 1 ．0 0 －1．5 3 9 ．3 7 5 ．9 6

自 給 率 （％ ） 4 8 ．3 7 3 0 3 3

出所：稲作中央研究所

農産物流通

近年で農産物流通を活気付けた最大の要因は農畜産物自由市場（Mu）の開設にあると

されている。自由市場とは市場原理に基づいて需要と供給が価格を決める市場として設立

されたものである。設立の主要な目的は補助金のもとでネットワークシステムにより配給
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されている不足農産物の新たな供給源を作るためであった。

農業経営組織

1990年代のはじめに次の農業構造改革が実施された。

①1994年に大規模国営農場からUBPCが組合形態を強化した形で創設された。

②UBPCの形態ができない場合は、新しいタイプの国営農場GEmが設立され

た。

③伝統的に農業を営んできた個別農民へ国有地を譲渡した。

④自給自足のための食糧生産用の土地を国有地から分割・譲渡した。

⑤自立形態の農業生産セクターに対して自給自足の推進を図った。

⑥有機農法等による都市農業の奨励と開発を行なった。

⑦既存の組合組織（CPA、CCS）の強化を推進した。

⑧農畜産物の自由市場を設立した。

キューバには現在以下の農業経営組織が存在する。

a）CAl（国営農産加工コンプレックス）

国家が直接経営している農産加工のコンプレックス。CAI自信で農場を保

有する形態と、農場は持たずにUBPCおよびCPA等の支援業務に徹して

いる形態が並存する。

b）GENT

国営農場の一形態。畜産と農業が対象であるが、米は除外されている。農

場労働者が生産高に応じて報酬を受ける形態となっている。

C）EJT

兵役に行く代わりとして農場で働く国営農場である。現在全国に49のⅣT

が存在する。

d）UBPC

高い生産性を目的として、大規模国営農場を解体して設立された組織であ

る。母体はCAlであり、現在農地はCAlから無償で貸与、資機材は長期

の分割払いでUBPCに売却された。大規模農場であったCAlからの変態

であるため、技術者および労働者に変化は無い。大きな相違点は利益を労

働者内部で分配できる点である。

現在国内の非国営農地内の41％をUBPCが占めている。なお97年のサト
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ウキビを除いた農業省関連のUBPCは畜産680団体、雑作530団体、コー

ヒー／ココア304団体、果樹108団体、養蜂82団体、タバコ47団体、米

10団体、その他26団体となっている。

e）CPA

1975年に創設。隣接している農家が個人所有の農地を提供しあい、農場

規模を大きくした協業生産組合である。規模は数百ヘクタールから千ヘク

タール程度の規模が多い。運営幹部を選挙で選任し、そのうえで、農業に

従事して労働提供できる者を会員として、給与および配当が年に一度支払

われる。現在のCI，Aの数は全国に757団体存在する。

f) CCS

CPA同様に希望農家が組織化されているものであるが、地理的な一体性を

保つ必要性は無く、団体として組織化することで共同保証などのメリット

を享受している。CCSの場合はここの農家が独自の判断によって営農で

きるために、より自由度の高い組織と考えられる。なお現在CCSは2，196

団体存在している。

g）独立時営農

CPAおよびCCSの双方にも属さずに、個人で営農している農家が少数で

はあるが存在する。タバコ、野菜、コーヒー農家に多いとされており、全

国の耕地面積の約3％程度と考えられる。

1．4　　国家農業政策

キューバは2005年までの農業の政策として以下を掲げている。

・食材保護・確保の優先

・外貨になる農産物の優先開発

・環境体系維持

・持続的開発

・農業開発での新技術開発と科学の役割の促進

・専門的マネージメントの訓練・教育の優先

・労働者へのインセンティブ政策

・外貨獲得可能な農産物の流通、外国との協力推進

・　人材価値の重視

・効率、品質、競争力、持続性と一体性のある農業生産ネットワークに拠る成果
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食糧確保の視点から、国家農業政策としては2005年の食糧自給率を63％としている。農

業省は各部門においてそれぞれ能力向上を図っており、競争をベースとした効率性促進に

注力している。

なお2005年までの各農産物の生産目標は以下の表のとおりである。

表1．5　農産物生産目標値

・≠：
■：：：：ゞ：r＝：；＝r：・：、・：く＝：：ミ‡二二：押串：：：：・‥＝二＝＝≠＝：＝
：・＝：＝～：：・・： ：＝：＝：ゞ＝：＝：＝

米 30 ．2 万 トン フ リホ ー ル 7．7 万 トン

牛乳 7．3 億 リッター 野菜 194 万 トン

鶏 卵 28 億 個 トウモ ロコ シ 39 万 トン

鶏 肉 8 万 トン 柑橘 類 20 万 トン

牛 肉 16．5 万 トン 果 物 44 万 トン

豚 肉 16 万 トン

2．　　国際協力の現状

日本はキューバに対しては政治的民主化措置および経済自由化が見られない等との理由

から二国間援助は研修員受け入れや食糧援助、ハリケーン被災復興に対する緊急無償、草

の根無償、文化無償を行なってきた。但し2000年にはプロジェクト形成（農業）調査団の派

遣、2002年度にはハバナ湾浄化に関する開発調査の実施が予定されている等、両国の関係

は少しずつではあるが前進している。

表2．1日本の対キューバ国ODA実績（単位：100万ドル）

：▲－ヽ・・■
・ゴ：：：二：：・・：・：七・ヽ‥、、 ：・・：・・、・華か舘 ▼ ；：；：；壬1日：貰：‾‘1＼：：：ミ滅；≡：：‡‡≡：≡‡‡三≡三

：：；：：ト：：ジ：：：：：：：：：：てゴ：

1 9 9 4 1 ．0 3 1 ．0 3 1 ．0 3

1 9 9 5 0 ．9 5 0 ．9 5 0 ．9 5

1 9 9 6 1 ．0 0 1 ．0 0 1 ．0 0

1 9 9 7 0 ．9 2 0 ．9 2 0 ．9 2

1 9 9 8 7 ．8 7 0 ．8 3 8 ．7 0 8 ．7 0

累 計 7 ．8 7 9 ．1 4 1 7 ．0 1 1 7 ．0 1

出典：我が国の政府開発援助1999

表2．2　DAC諸国のODA実績（支出純額、単位：100万ドル）
チ・：・・ヾ■：：：て；ミここ：i：：ここチ　　　　　　　 ＝・・・（・・「、 薄諒 捕 混 詣 ・■・．　　 く1く・：

：：・二：ゴミ＝・：：：ヾニ：：＝：：　　　　　　　　 ：二：：：十T・＞：r：二：：：
1 9 9 5 ス ペ イ ン　 1 5 ．4 イ タ リ ア　 5 ．7 スウェう ÷ン　 3 ．6 フ ラ ン ス　 3 ．2 3 3 ．7

1 9 9 6 ス ペ イ ン　 1 3 ．3 ド イ ツ　　 2 ．1 フ ラ ン ス　 2 ．1 イ タ リ ア　 2 ．1 2 6 ．9

1 9 9 7 ス ペ イ ン　 9 ．6 フ ラ ン ス　 5 ．3 カ ナ ダ　　 4 ．1 英 国　　　 3 ．6 3 1 ．9

出典：我が国の政府開発援助1999
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ⅠⅠ．東部地域環境保全型農業開発計画

1．開発計画地域概要

1．1　　社会経済概況

東部地域5県はグランマ、サンティアゴ・デ・クーバ、グアンタナモ、ホルギン、ラス・ト

ウナスを指している。東部5県の面積は合計して36，618平方キロメートルであり、全国土

の33％、森林面積にして52％を占めている。

表1．1東部3県概況
：＝；＝：ささこ：Fr：捕　　　　　 ＝：＝：＝ト：二：・：　　　　　 ：：：＝：これ：‥七・：・二：　∴・、、・・：こ：1 ；‡‡■■i‘毒：■‾■■三・㌔謀；i±】搬てこ†：：：‡・ン、‥ ・i、「く、11 ；・1■．‾‾；湖モ：；：針・

：＝こ：呵＝＝　　■：・：‾ゞ㌻：」：‥　　　　　　 ：＝骨基捏：＝：＝ 、 ■・二■号

面 積 （平 方 キ ロ メ ー トル ） 6 ，1 8 6 6 ，1 8 6 6 ，5 8 9

人 口 8 3 万 人 5 1 万 人 ．5 3 万 人

人 口 密 度 9 9 人 ／平 方 キ ロ 8 2 人 ／平 方 キ ロ 8 0 人 ／平 方 キ ロ

平 均 降 水 量 8 0 0 m m 6 0 0 m m 1 ，1 2 6 m m

1．2　　　農業概況

東部地域の農牧林業に存する問題点として以下の点が挙げられる。

・適正技術（栽培・潅漑）の不足

・　資機材の不足

●　人材（指導者、普及等全般的に亘り）の不足

・　エネルギー消費の拡大

・EIAの未実施

・流域管理の不徹底

・　土壌劣化

・水質汚染

特に土壌劣化に関しては、塩害、土壌浸食、排水不良、有機物の不足、土地の

貪肥沃化、酸性土壌、保水性の点から問題とされている。また水質汚染に関し

ても河川を20箇所のコーヒー加工工場、砂糖工場および15箇所の養豚場等の

廃水が汚染する状況となっている。

2．計画概要

プロジェクトタイ＿トル
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東部地域環境保全型農業開発計画

調査対象地域

本調査では東部5県を調査対象地域とする。

農業省

2．1　　開発構想

計画地域内の農業生産基盤、農村生活基盤を総合的に整備改善し、農業生産の増大と地

域住民の生活水準の向上を図る。東部5県は自然環境の厳しさから早魅・塩害も進行してお

り、牧畜業、林業等との調和を図りながら、地域の農村総合整備計画を策定することが肝

要である。また東部5県にはキューバ国第二の都市であるサンチアゴ・デ・クーバを擁して

いることから、同都市を中心に据えた総合的な地域開発の視点も同時に重要である。なお、

将来的に他地域に応用しうる農村活性化のモデルを形成することが基本的な調査アプロー

チと考えられる。

2．2　　　プロジェクトの目的

一般的目的

・　　砂漠化による土地の劣化（土壌浸食・塩害）を防止し、農業生産量を増大さ

せる

・　　水資源の有効利用、潅漑効率の向上

・　　食糧自給率の上昇

・　　農業発展・地域発展の礎となる住民組織の構築／整備

・　　森林保護計画（フインカ・フォレスタル）の促進

最終目的

本プロジェクトの最終目的は、持続的かつ環境保護・生態系の面からも許容しう

る範囲での農業開発によって、農民の収入増加とそれにともなう厚生面を含めた

一般的生活水準の向上を本プロジェクトの最終日的とする。
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2．3　　　開発計画の内容

前述の開発目的を達成するために以下に示す二期に亘る開発調査を実施する。特に以下

のファクターに重点を置いた開発計画を策定する。

1）潅漑排水施設

生産性の向上、特に稲作を念頭に置いた既存施設のリハビリ整備

2）農業技術普及（稲作）

稲作に関する農業技術サポートおよび現地における普及員指導、普及体制の確立、補強

3）土壌対策

塩害、土壌浸食、早魅等による土壌劣化を防止する対策を講じる→土壌保全対策、アグ

ロフォレストリーとの関連

4）林業

国家計画にのっとった林業の振興および地域環境保全の観点からの植林、アグロフォレ

ストリーを中心とした国家政策「フインカ・フォレスタル・インテグラル・プログラム」の普

及

5）水質汚染対策

コーヒー加工工場をはじめとした施設からの水質汚染対策

6）組織／制度

改変が行なわれているUBPS、CPA、CSS等の農業協同体の組織強化および制度構築の補

助

2．4　　　活動内容

1）フェーズⅠ調査（マスタープラン・スタディ）

マスタープラン調査は開発基本構想と事業計画のガイドラインを策定するものであり、

農牧省等の関係機関の協力を得て次の調査を行なう。

・資料・データの収集
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気象・水文、地質・地形・土壌

産業構造、雇用状況、経済インフラ状況、教育、保健衛生

農芸

土地利用、作物、潅漑排水施設、農業生産、農業技術、農産物流通、農業施設、

農民組織

2）フェーズⅡ調査

マスタープラン・スタディで選出された開発優先地区について、事業実施のためのフィー

ジピリティ・スタディを実施する。

・事業計画の策定

農村総合整備開発計画に関し、技術的、経済的側面からの調査を行ない、比較検

討を行なう。そのうえで最適事業規模の決定を行なうものとする。

・施設計画

施設の設計、積算、実施行程を作成し、維持管理のための組織、費用、人員等に

ついて提言を行なう。

2．5 調査実施日程

本調査は以下の専門家によって編成された調査団により、下記のスケジュールで行なわ

れる。

：・ンゴ・ン：ィ、：・■中ソ・1・′・■　　 ：ゞ　 ＝：灘＝ここ 試三宅；≠■ノン1・ン√お粥た・リ：： ‘：く■コ：こ：：憲とミキ．・′、．，J．

総 括 ／ 農 村 開 発 1 0 1 0

稲 作 技 術 1 0 1 0

潅 漑 排 水 1 0 1 0

農 産 物 流 通 8 ．5 8 ．5

農 民 組 織 8 ．5 8 ．5

ア グ ロ フ ォ レ ス ト リ ー ／植 林 7 ．5 7 ．5

環 境 5 ．0 5 ．0
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3．総合所見

3．1　　技術的可能性

本対象地は稲作を対象とする潅漑施設をはじめとした農村インフラ整備が進行すること

で、農業生産の飛躍的な増大が期待される地域である。

また、潅漑施設の整備、復旧とならんで、道路整備等のインフラ整備も重要であるが、

その他早魅、砂漠化対策、流域保全、水質汚染対策等の支援も非常に重要であると考えら

れる。

この地域においてはFAOが流域保全を目標として事業を行なってきたが、対象地も広大

であることから、現時点で設定した目標を完全に満たせる状況とはなっていない。

施設の維持管理をはじめ、農業協同体、住民自身による維持管理体制の構築が本計画遂

行のためにも重要であるが、この点においては住民参加を促進してゆくことが何よりも肝

要であり、現時点で農民組織の体制の把握、および組織強化を図るうえでの問題点を明ら

かにしたうえで計画遂行の道程を考えることが肝要である。

3．2　　　社会経済的可能性

本地区は国道が近くを通っていること、および国内第二の都市サンチアゴ・デ・クーバ

のマーケットまで近距離に位置していることから、農産物出荷のポテンシャルを十分に有

した地域である。

ただし、本地区の農業開発計画の基本理念としては、本地域がキューバ国内においても

最も発展が遅れている地域であることから、経済的な目標はむしろ食糧自給率の向上に置

くべきとする。そのため地域の農民、農業協同体の現状把握、および協同歩調体制を構築

してゆくことが重要である。この点に対しては農業協同体のフレームは構築済みであるこ

とから、十分に調査およびプロジェクトの推進は可能であると考える。
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添付資料A　調査日程および調査員の経歴



2．調査日程及び調査員の経歴

日　　 程　　 表 調　 査　 団　 員

日数 年　 月　 日 出発 地 到着地 宿 泊地 備　 考 調 査団員名 経　　 歴

1 H 1 3　 3 ・9 土 成 田 メキシコ 移動 （N H 6 17：15－18：50）（A ＆B）

岩本 彰

（A ）

（いわもと あきら）

昭和32年3月23 日生 （43歳）

昭和56年3月 日本大学大学院農学研究課修了

平成 10年3月三重大学大学院 学術博士

昭和56年4月一現在 太陽コンサルタンツ（株）

2 3．10 日

デグシガルパ

テグシガルパ 移動 （T A 2 11 12：55－17：35）

3 3．1 1 月

デグシガルパ C 合流 （－14 日まで）、大使館・JIC A 表敬、

JIC A 専門家打合せ 海外事業本部　 企画営業部長

4 3．12 火
デグシガルパ

農業省打合せ

十津川 淳

（B）

（とつかわ じゆん）

昭和42年 9月 4 日生 34歳

平成 4年 3月早稲 田大学商学部卒

平成 9年 7月コーネル大学院地域計画学部卒

平成 9年 9月海外経済協力基金ワシントン

平成 10年 5月太陽コンサルタンツ㈱入社

5 3 ．1 3 水
デグシガルパ

現地調査

6 3 ．14 木

デグシガルパ

現地調査

7 3．1 5 金 メキシコ 移動 （T A 210 7：00－11：55）

ゲァレリオ・ゲティエレ

（C ）

（V alerio G utier・reZ）

昭和27年4月28日生 48歳

昭和4 7年12月C om plutense大学卒業

平成元年1月一現在

国際航業ホンジュラス事務所長

8 3 ．16 土 ハバナ 移動 （M X 321 9：50－13：20）

9 3．17 目 ハバナ 資料整理

10 3．18 月 ハバナ

大使館表敬、

JIC A 専門家、農業省、海外投資省打合せ

1 1 3．19 火 ハバナ グアンタナモ ゲアンタナモ

県庁打ち合わせ

移動 （ハバナ→グアンタナモ）、現地視察

1 2 3．2 0 水 ダアンタナモ ハバナ 移動 （グアンタナモ→ハバナ）

1 3 3．2 1 木 ハバナ ロスアンゼルス

移動 （A M 494 10：00－11：55）（A ＆B）

移動（T A ：ハバナーテゲシがルハ○）（C）

14 3．2 2 金 ロスアンゼルス 機 中 移動 （N H 5 11：35－16：05）

15 3．2 3 土 成 田到着



添付資料B　面会者リスト



面会者リスト

Honduras

Ministry of Agriculture and Livestock
・　　布施JICA専門家

National Institute of Statistics

à" Ms.Maria Magdalena Garcia Ugarte Director

à" Mr.Jimmy Soria Galvarro E. Primary Technical Assistant

à" Mr.Gustavo Adolfo Saenz Bustamante Advisor

日本国大使館

・　　山内　隆弘　　　　　　　　　　　二等書記官

JICAホンジュラス事務所

Takashi Nishimura　　　　　　　　　所員



面会者リスト

Cuba

Ministry of External Investment and Economic Cooperation

à" Ms.Dolores Meras Morejon Expert, Developed Countries

Ministry of Agriculture

à" Mr. Juan Jose Ixon Vega

à" Mr. Serafin Fernandez

Institute of Forestry Investigation

Director of International Relations

Expert, Department of International Relations

Mr.Francisco Morales Hernandez Director

Mr.Miguel Aluarez Gonzalez Expert

日本国大使館

・　　宇野　健也　　　　　　　　　　　　二等書記官



添付資料C　現地写真



Honduras

オランチヨ県山間部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オランチヨ県農場

ニこ＿！■「「■■∴　　＿

打合せ風景　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オランチヨ県カタカマスの農家

▼＝「■－－　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　　＿　　＿＿　　　　，－　　一

農家聞き取り調査（オランチヨ県カタカマス）　　　　　　　　　　　　オランチヨ県農業局



CUBA

放牧地帯　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丘陵地の植生被覆状況

■杓■■l　『－　　覿」－∬一
国営マーケット　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私営マーケット（国営マーケットに比較して農産物の品賞が高い）

私営マーケット（国営マーケットに比較して農産物の品質が高い）　　　　　　　　農業省
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